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仕 様 書 

 

 

１ 件名 

要介護認定等に係る受付等業務委託 

 

２ 目的 

荒川区では、高齢者人口が増加していることから、要介護・要支援に係る認定申請件数の

増加が予想され、それに伴う要介護認定等業務の負担増が見込まれている。 

要介護認定に係る業務を中心に、資格異動及び被保険者証再交付に係る業務についても受

付等業務の一部を民間事業者へ委託することで、安定した体制を整え、区民サービスの品質

向上とより効果的・効率的な業務の遂行を図るものである。 

 

３ 履行期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

４ 適用期間 

令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

５ 履行場所 

東京都荒川区荒川二丁目２番３号 荒川区役所２階 介護保険課内 

 

６ 業務履行時間 

荒川区役所開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、午後５時１５分ま

でに受付済の来庁者に対応中の場合はその者への対応が終了するまで）とし、履行時間を超

えて業務を行う場合は、受託者は区の許可を受けるものとする。 
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７ 区が貸与を予定している物品等 

（１）区が受託者に貸与する設備は以下のとおりとする。使用は業務の遂行に限るものとし、

区が受託者に対して費用負担を求めないこととする。ただし、数量については変更す

る場合がある。 

品名 台数 専用 兼用 

窓口カウンター ３  ○ 

窓口用椅子 ６  ○ 

事務用机・椅子 各９ ○  

事務用端末及び付属品 ３ ○  

パソコンラック １ ○  

介護保険システム用端末及び付属品 ４ ○  

介護保険システム用スキャナー ３ ○  

介護保険システム用プリンター １  ○ 

複合機（ＦＡＸ機能付き１台含む） ２  ○ 

複合機認証カード ６ ○  

電話機 ２  〇 

書類保管用キャビネット 数台  ○ 

（２）受託者は、区から貸与された設備について善良な管理者の注意をもって維持管理しな

ければならない。 

（３）受託者は、管理業務等で必要な機器、物品があれば事前に区と協議すること。 

 

８ 費用負担区分 

費用項目 区 受託者 

労務費（福利厚生費、教育研修費、保健衛生費、交通費含む）  ○ 

什器・備品等（事務関連備品等） ○  

光熱水費（水道費、電気料金等） ○  

受託者の業務遂行上必要な消耗備品費（事務用品等）  ○ 

コピー用紙、プリンタトナー ○  

通信費（電話料、郵便料等） ○  

備品の修繕費（受託者の過失によるもの）  ○ 

情報システム関連機器 ○  

※コピー用紙とプリンタトナーについては、機器の破損を防止するため、区が規定する物品

を使用することを条件とし、区が業務上必要と認める範囲内において支給する。 
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９ 業務内容 

別紙１「要介護認定に係る受付等業務委託内訳書」及び別紙２「資格異動及び被保険者証

再交付に係る受付等業務委託内訳書」のとおり 

 

１０ 事務処理要領 

（１）受託者は、仕様書に基づき業務を行う。区が取り扱いを変更する場合は、事前にその

内容を受託者に通知する。 

（２）法令・制度の改正、業務内容の変更等があった場合は、区と受託者で協議のうえ、本

業務を履行する。 

 

１１ 業務従事者 

（１）業務従事者のうち２名以上は、高齢者（６５歳以上）人口が荒川区と同規模程度以上

の自治体において、要介護認定事務に１年以上従事した経験を有し、業務履行時間内

は履行場所に常駐すること。 

（２）業務従事者のうち１名以上は、介護支援専門員の有効期間内の資格を有し、当該資格

者は、原則として業務履行時間内に履行場所へ常駐するものとする。ただし、やむを

得ない事由により不在となる場合は、受託者は区の許可を受けるものとし、業務に支

障が生じないよう受託者が必要な体制を確保すること。 

（３）業務従事者は、パソコンの基本操作に習熟していること。 

（４）業務従事者は、履行期間中において、介護保険サービス関連の職（本契約に関するも

のは除く。）に就いていない者とすること。 

（５）業務の遂行にあたっては、区の「お客様サービスガイドライン」に準じた身だしなみ

や言葉遣い等に努めること。 

（６）受託者は、業務従事者の配置にあたり、本業務の遂行に必要な経験、知識を有する者

を選任すること。また、業務の適切かつ円滑な遂行のため、業務従事者が安定して業

務従事できるよう配慮のうえ、適切な人員配置とすること。 

（７）受託者は、業務責任者（後述）と連携し、業務量を想定した上で時間内に完了できる

人数を配置すること。必要人数については、別紙１「要介護認定に係る受付等業務委

託内訳書」及び別紙２「資格異動及び被保険者証再交付に係る受付等業務委託内訳書」

を参照し、必要に応じて適切に配置・調整して、業務量に応じた柔軟な人員運用に努

めること。なお、窓口等の受付業務については、必要に応じて窓口において対応する

ものとし、常時窓口に人員を配置する必要はない。 

（８）本項（１）（２）は、履行開始時に届け出る書類の中で同条件を満たしている従事者が

分かるよう記入をすること。加えて、（２）は、介護支援専門員の資格有効期間内であ

ることが分かる介護支援専門員証の写しも提出すること。 
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１２ 業務責任者の指定 

（１）業務従事者の中から、業務責任者を定め、区に届けなければならない。 

（２）業務責任者は、履行期間中は原則として変更しないこと。 

（３）業務責任者は、履行場所に常駐し、別紙１「要介護認定に係る受付等業務委託内訳書」

及び別紙２「資格異動及び被保険者証再交付に係る受付等業務委託内訳書」の業務従

事者を指導監督するとともに、委託業務の円滑な履行を管理し、区との連絡調整にあ

たること。やむを得ず業務責任者が不在になる場合は、代行者を配置すること。 

（４）効率的な業務運営を行うための改善活動を行うこと。 

（５）業務責任者は、業務の処理にあたっての不明な事項については、積極的に区に確認す

るよう努めること。 

 

１３ 委託業務履行の検査 

（１）履行期日及び成果品 

各業務の履行期日や履行状況を確認できる成果品等については以下のとおりとし、受

託者は、業務終了後、速やかに区に提出する。 

業務 履行期日 成果品 

受付等事務の実施 

毎日 業務日報 

毎月末 月次業務実績報告書 

毎年３月末 年度業務実績報告書 

新受託者への事務の引継ぎ 契約終了月 業務引継ぎ書 

（２）検査の方法 

各業務の履行状況については、成果品の内容を確認することにより検査を行う。なお、

各報告書の様式については、区の承認を得たものを使用する。 

（３）報告会への参加等 

受託者は、毎月及び臨時で開催される報告会に参加し、業務の履行状況を報告の上、

区による確認及び必要な事務処理上の指導を受けること。開催日は区と受託者で協議し

て定めることとする。受託者は、報告会後に報告会議事録を作成し、報告会実施から１

０日以内に区に提出の上、区の承認を得るものとする。 
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１４ 契約に関する事項 

（１）契約及び代金の支払い方法 

契約は、総価契約とし、受託者から月単位での業務遂行状況や完了状況等の報告を受

けた後に、区が必要な検査を行ったうえで当該検査を合格した場合において、正当な請

求のあった日から３０日以内に当該月分を支払うものとする。 

（２）長期継続契約に伴う契約金額の協議 

期間中の各年度の契約金額は、契約条項の規定に基づき、各年度の予算の範囲におい

て、区が別途示す当該年度の仕様書等により協議する。 

 ただし、区が別途示す当該年度の仕様書等の内容が、当該年度の前年度の仕様書等と

変更がない場合には、原則として前年度と同額とする。 

 

１５ 業務の適正な実施に関する事項 

本業務の適正な実施のために以下の事項を定める。  

（１）業務再委託禁止 

あらかじめ書面により申請し区の承認を受けた場合を除き、受託者は本業務を第三 

者に請け負わせ、又は再委託しない。ただし、区が本業務を行う上で合理的と判断した

業務については、その一部を再委託することができる。その場合は、区に事前に協議す

るものとする。 

（２）個人情報保護 

受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他個人情報

保護に関する諸法令を遵守し、漏えい、滅失、改ざん等個人情報に係る事故の未然防止

の措置を講じる。万一、事故が生じた場合には速やかに区へ報告し対応策を協議する。 

（３）守秘義務 

受託者は、本業務の実施により知り得た秘密（個人情報含む。）を履行期間中、履行期

間満了後のいかんに関わらず、他に漏えいしない。 

（４）金銭受領禁止 

受託者は、利用者から利用料等一切の金銭、物品を徴収しない。 

（５）苦情対応 

受託者は、利用者の苦情等に対し、迅速かつ丁寧な対応により円満な解決を図る。苦

情については、必要に応じて、区に報告する。 

（６）事故対応 

受託者は、業務上のトラブルや事故等が発生したときには、適切な措置を講ずるとと

もに速やかに区へ報告する。また、再度同様の支障を起こさぬように適切な指導等を行

い、速やかに事故報告書を区に提出し、再発防止策を講じること。 

（７）法令遵守 

受託者は、本業務の実施に当たり労働関係諸法令その他関係法令を遵守するとともに

法令上の全ての責を負うものとする。 
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１６ 受託者が変更になった場合の事務の引継ぎ 

（１）概要 

契約終了等の理由により区が受託者を変更する場合、受託者は処理途中である事務の

種類やその状態等を明確にし、契約終了日の翌日から新受託者が速やかに業務を遂行で

きるよう、「業務引継ぎ書」を作成のうえ新受託者へ業務の引継ぎを行うこと。 

（２）実施期限等 

処理途中である業務の処理状況や注意事項等について「業務引継ぎ書」で契約終了日

までに区へ報告し、契約終了日までに新受託者へ業務の引継ぎを行う。 

（３）その他 

引継ぎには業務に詳しい者が関わること。ただし、その際の人件費単価は本業務の水

準であること。引継ぎにかかる経費は、本業務の契約金額に含めることとする。 

 

１７ その他の特記事項 

（１）受託者は荒川区内で介護保険関連のサービス事業所等を運営していないこと。 

（２）本仕様書に定めのない事項及び、本仕様書の内容に疑義が生じた場合には、区と協議

のうえ決定することとする。 

（３）区は、受託者が本仕様書及び契約締結後の契約書及び仕様書各号に掲げる事項に違反

し、区による是正又は中止の勧告に従わない時はその事実を公表し、本委託契約を解

除することができる。 

 






